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業況判断図（業種ごとの業況を表情図で示しました。） 

前 期 今 期 来 期 時期

業種 H21 年 

10～12 月 

H22 年 

1～3 月 

H22 年 

4～6 月 

製 造 業    

卸 売 業    

小 売 業    

飲 食 業    

サービス業    

建 設 業    

不動産業    

農 業    

Ⅰ 今 期（平成２２年１～３月期） 

１．今期の業況判断Ｄ.Ｉ.は▲５８.６と前期（平成２１

年１０月～１２月期）▲５２.８に比べ５.８ポイン

トの悪化。 
２．卸売業、建設業、不動産業、飲食業、小売業で

改善が見られたものの、農業で６０ポイント以

上の大幅悪化をはじめ、製造業、サービス業で

悪化。業況は引き続き厳しい状況にある。 

Ⅱ 来 期（平成２２年４～６月期） 

１．来期の業況判断Ｄ.Ｉ.は▲５８.０と今期▲５８.

６に比べ０.６ポイント小幅改善予想。 

２．建設業、不動産業、卸売業、小売業で悪化するも、

飲食業、農業、サービス業、製造業で改善予想。

全 業 種
   

 
      

きわめて不振 不 振 やや不振 まあまあ 好 調 特に好調
DI<▲30 ▲30≦DI<▲15 ▲15≦DI<0 0≦DI<15 15≦DI<30 30≦DI 

 

調  査  概  要  
調 査 目 的 郡上市・下呂市・高山市・大野郡白川村の当金庫取引先の景気動向 

調 査 対 象 当金庫取引先   ２３１先 

 （郡上市１９８社 下呂市１９社 高山市・大野郡白川村１４社） 

調 査 時 期 平成２２年１月１日～３月３１日 

調 査 時 点 平成２２年３月３１日時点 

回 収 状 況 配付数  ２３１先（うち回収数１７４先） 回収率  ７５．３％ 

調 査 項 目 (1)業況判断  (2)売上高・受注額  (3)採算水準  (4)資金繰り   

 (5)製品(商品)在庫 (6)設備投資 (7)経営上の問題点 (8)業況の回復時期 

補 足 調 査 製造業、小売業の「売上高」「受注額」「業況判断」の前年同期との比較 

特 別 調 査 「中小企業金融円滑化法」および「中小企業の雇用対策」について 

参 考 資 料 有効求人倍率について 

・アンケート項目毎の増加（上昇・好転等）企業割合と減少(低下・悪化等)

企業割合の差による数値判断…Ｄ.Ｉ.(ディフュージョン・インデックス) 

・数値のほかグラフも掲載致しました。 

・比率に関しては小数点第 2 位を四捨五入しております。 

・建設業に関しては、「売上、受注」項目において「受注」として別掲扱い

としております。 

＜業況判断＞ 

調査方法並び

に注意事項 

Ⅲ 特記事項 

今回はご協力いただきました特別調査「中小企業

金融円滑化法」等の結果についても記載いたしまし

たのでご高覧下さい。 
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全業種の業況判断Ｄ.Ｉ.（良い－悪い）は、今期（平成２２年１～３月期）▲５８.

６と前期(平成２１年１０～１２月期)▲５２.８に比べ５.８ポイント悪化となりました。

業種別では、卸売業、建設業、不動産業、飲食業、小売業で改善が見られたものの、農

業、製造業、サービス業で悪化となりました。地域内の業況は依然として厳しい状況と

なっています。 

 来期（平成２２年４～６月期）の業況判断見通しは、建設業、不動産業、卸売業、小

売業で悪化の見通しですが、飲食業、農業、サービス業、製造業で改善の見通しとなっ

ています。その結果、予想業況判断Ｄ.Ｉ.は▲５８.０と今期に比べ０.６ポイントの小

幅改善予想となっています。 

業況判断ＤＩ（全業種） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
   
  

 

 

 

業況判断  (%) 

H21年10月～12月(前期) H22年1月～3月(今期) これから３ヵ月間の見通し 
業  種 

良い 良悪なし 悪い ＤＩ 良い 良悪なし 悪い ＤＩ 良い 良悪なし 悪い ＤＩ

製 造 業 14.3 42.9 42.9 ▲28.6 8.2 30.6 61.2 ▲53.0 12.2 30.6 57.1 ▲44.9

卸 売 業 0.0 36.4 63.6 ▲63.6 21.4 14.3 64.3 ▲42.9 14.3 21.4 64.3 ▲50.0

小 売 業 2.2 19.6 78.3 ▲76.1 3.7 18.5 77.8 ▲74.1 3.7 16.7 79.6 ▲75.9

飲 食 業 0.0 11.1 88.9 ▲88.9 0.0 14.3 85.7 ▲85.7 14.3 14.3 71.4 ▲57.1

サ ー ビ ス 業 16.7 8.3 75.0 ▲58.3 14.3 7.1 78.6 ▲64.3 7.1 35.7 57.1 ▲50.0

建 設 業 19.2 19.2 61.5 ▲42.3 19.2 26.9 53.8 ▲34.6 3.8 38.5 57.7 ▲53.9

不 動 産 業 0.0 60.0 40.0 ▲40.0 16.7 33.3 50.0 ▲33.3 0.0 50.0 50.0 ▲50.0

農 業 0.0 66.7 33.3 ▲33.3 0.0 0.0 100.0 ▲100.0 0.0 25.0 75.0 ▲75.0

全 業 種 9.3 28.6 62.1 ▲52.8 9.8 21.8 68.4 ▲58.6 7.5 27.0 65.5 ▲58.0

１．業況判断  

（注）「全国」「東海」は日銀短観、「岐阜県」は株式会社日本政策金融公庫岐阜・多治見支店国民生活事業による。
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（１）売上 

  建設業を除く売上額判断Ｄ.Ｉ.（増加－減少）は、今期１０.４と前期２４.２に比べ

１３.８ポイント悪化となりました。業種別では、飲食業、小売業で改善がみられたもの

の、製造業で５０ポイント以上の悪化をはじめ、不動産業、農業、サービス業、卸売業

で悪化となりました。 

 来期の見通しは、小売業で横這いの見通しですが、その他すべての業種において改善

の見通しとなっており、その結果、予想売上額判断Ｄ.Ｉ.は３１.０と今期より２０.６

ポイントの改善予想となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

売上                                    (%) 

H21年10月～12月(前期) H22年1月～3月(今期) これから３ヵ月間の見通し 
業  種 

増 加 減 少 Ｄ Ｉ 増 加 減 少 Ｄ Ｉ 増 加 減 少 Ｄ Ｉ 

製  造  業 77.6 22.4 55.2 51.0 49.0 2.0 61.2 38.8 22.4

卸  売  業 45.5 54.5 ▲9.0 42.9 57.1 ▲14.2 78.6 21.4 57.2

小  売  業 41.3 58.7 ▲17.4 48.1 51.9 ▲3.8 48.1 51.9 ▲3.8

飲  食  業 11.1 88.9 ▲77.8 28.6 71.4 ▲42.8 57.1 42.9 14.2

サ ー ビ ス 業 33.3 66.7 ▲33.4 28.6 71.4 ▲42.8 57.1 42.9 14.2

不 動 産 業 100.0 0.0 100.0 83.3 16.7 66.6 100.0 0.0 100.0

農     業 66.7 33.3 33.4 50.0 50.0 0.0 75.0 25.0 50.0

全  業  種 62.1 37.9 24.2 55.2 44.8 10.4 65.5 34.5 31.0

２．売上・受注 

売上  Ｄ I
（全業種）
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（２）受注 

建設業（建築工事１９先、土木工事１２先）の受注高判断Ｄ.Ｉ.（増加－減少）は、

今期３０.８と前期５３.８に比べ２３.０ポイント悪化となりました。 

  来期の見通しは、建築工事が５７.２ポイントと改善の見通しですが、土木工事が▲１

００.０ポイントと調査開始以来初の事態となっており、この結果、来期の予想受注高判

断Ｄ.Ｉ.は今期より４６.２ポイントの悪化予想となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受注                                           (%) 

H21年10月～12月(前期) H22年1月～3月(今期) これから３ヵ月間の見通し 
業  種 

増 加 減 少 Ｄ Ｉ 増 加 減 少 Ｄ Ｉ 増 加 減 少 Ｄ Ｉ 

建設業( 受注 ) 76.9 23.1 53.8 65.4 34.6 30.8 42.3 57.7 ▲15.4

 

受注（業種別）                                       (%) 

H21年10月～12月(前期) H22年1月～3月(今期) これから３ヵ月間の見通し 
業 種（大別） 

増 加 減 少 Ｄ Ｉ 増 加 減 少 Ｄ Ｉ 増 加 減 少 Ｄ Ｉ 

土木工事 90.9 9.1 81.8 75.0 25.0 50.0 0.0 100.0 ▲100.0

建築工事 66.7 33.3 33.4 57.1 42.9 14.2 78.6 21.4 57.2

 

 

受注  Ｄ I
（建設業）
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  全業種の採算水準判断Ｄ.Ｉ.（黒字－赤字）は、今期▲３１.０と前期▲１４.３に比

べ１６.７ポイント悪化となりました。業種別では、不動産業で改善となったものの、建

設業で横這い、農業、サービス業、製造業、卸売業、飲食業、小売業で悪化となりまし

た。 

  来期の見通しは、建設業で悪化、不動産業で横這いとなっていますが、農業、卸売業、

飲食業、サービス業、製造業、小売業で改善する見通しとなっており、その結果、予想

採算水準判断Ｄ.Ｉ.は▲２０.１と今期より１０.９ポイントの改善予想となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

採算水準  (%) 

H21年10月～12月(前期) H22年1月～3月(今期) これから３ヵ月間の見通し 
業  種 

黒字 収支ﾄﾝﾄﾝ 赤字 ＤＩ 黒字 収支ﾄﾝﾄﾝ 赤字 ＤＩ 黒字 収支ﾄﾝﾄﾝ 赤字 ＤＩ

製  造  業 18.4 57.1 24.5 ▲6.1 8.2 53.1 38.8 ▲30.6 18.4 44.9 36.7 ▲18.3

卸  売  業 18.2 36.4 45.5 ▲27.3 7.1 35.7 57.1 ▲50.0 7.1 71.4 21.4 ▲14.3

小  売  業 21.7 39.1 39.1 ▲17.4 13.0 46.3 40.7 ▲27.7 11.1 57.4 31.5 ▲20.4

飲  食  業 0.0 55.6 44.4 ▲44.4 0.0 42.9 57.1 ▲57.1 14.3 42.9 42.9 ▲28.6

サ ー ビ ス 業 33.3 33.3 33.3 0.0 14.3 28.6 57.1 ▲42.8 7.1 64.3 28.6 ▲21.5

建  設  業 11.5 61.5 26.9 ▲15.4 19.2 46.2 34.6 ▲15.4 3.8 61.5 34.6 ▲30.8

不 動 産 業 20.0 40.0 40.0 ▲20.0 16.7 83.3 0.0 16.7 16.7 83.3 0.0 16.7

農     業 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 ▲100.0 25.0 25.0 50.0 ▲25.0

全  業  種 18.0 49.7 32.3 ▲14.3 11.5 46.0 42.5 ▲31.0 12.1 55.7 32.2 ▲20.1

 

３．採算水準  

採 算 水 準 Ｄ Ｉ
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全業種の資金繰り判断Ｄ.Ｉ.（好転－悪化）は、今期▲２３.６と前期▲１７.４に比

べ６.２ポイントの悪化となりました。業種別では、不動産業、建設業、卸売業で改善と

なりましたが、農業、製造業、飲食業、サービス業、小売業で悪化となりました。 

  来期の見通しは、飲食業、サービス業、製造業で改善、不動産業で横這いとなってい

ますが、農業、小売業、建設業、卸売業で悪化する見通しとなっており、その結果、予

想資金繰り判断Ｄ.Ｉ.は▲２７.０と今期より３.４ポイントの悪化予想となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金繰り (%) 

H21年10月～12月(前期) H22年1月～3月(今期) これから３ヵ月間の見通し 
業  種 

好転 不変 悪化 ＤＩ 好転 不変 悪化 ＤＩ 好転 不変 悪化 ＤＩ 

製  造  業 8.2 81.6 10.2 ▲2.0 6.1 65.3 28.6 ▲22.5 8.2 63.3 28.6 ▲20.4

卸  売  業 0.0 63.6 36.4 ▲36.4 0.0 64.3 35.7 ▲35.7 7.1 50.0 42.9 ▲35.8

小  売  業 6.5 71.7 21.7 ▲15.2 7.4 68.5 24.1 ▲16.7 5.6 59.3 35.2 ▲29.6

飲  食  業 11.1 33.3 55.6 ▲44.5 0.0 42.9 57.1 ▲57.1 14.3 42.9 42.9 ▲28.6

サ ー ビ ス 業 0.0 75.0 25.0 ▲25.0 0.0 64.3 35.7 ▲35.7 7.1 64.3 28.6 ▲21.5

建  設  業 0.0 69.2 30.8 ▲30.8 7.7 61.5 30.8 ▲23.1 3.8 57.7 38.5 ▲34.7

不 動 産 業 0.0 80.0 20.0 ▲20.0 16.7 66.7 16.7 0.0 16.7 66.7 16.7 0.0

農     業 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 75.0 25.0 ▲25.0 0.0 50.0 50.0 ▲50.0

全  業  種 5.0 72.7 22.4 ▲17.4 5.7 64.9 29.3 ▲23.6 6.9 59.2 33.9 ▲27.0

４．資金繰り  

資 金 繰 り Ｄ Ｉ
（全業種）
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製品（商品）在庫判断Ｄ.Ｉ.（不足－過大）は、製造業で▲６.７と２.２ポイント改

善となりましたが、小売業で▲１１.１と６.８ポイント、卸売業で▲２８.６と１.３ポ

イントそれぞれ悪化となりました。 

  製造業、卸売業は不足感と過大感がそれぞれ上昇し、適正感が減少しました。小売業

は過大感が上昇し、適正感と不足感が減少しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

製品(商品)在庫  (%) 

H21年10月～12月(前期) H22年1月～3月(今期) 
業  種 

不 足 適 正 過 大 Ｄ Ｉ 不 足 適 正 過 大 Ｄ Ｉ 

製  造  業 0.0 91.1 8.9 ▲8.9 4.4 84.4 11.1 ▲6.7

卸  売  業 9.1 54.5 36.4 ▲27.3 14.3 42.9 42.9 ▲28.6

小  売  業 17.4 60.9 21.7 ▲4.3 14.8 59.3 25.9 ▲11.1

 

５．製品(商品)在庫 

製品(商品)在庫ＤＩ
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  設備投資は今期「行った」とする割合は１８.４％と前期に比べ２.３ポイント増加し

ました。 

  今期の投資目的としては、「事業用土地・建物」、「車輌」が９件と最も多く、続いて「機

械・設備の更改」が６件、「機械・設備の新・増設」が５件、「事務機器」が３件の順と

なっています。 

  来期に設備投資を「行う」とする割合は１５.５％と今期より２.９ポイント低下する

見込みです。 
 

設備投資  (%) 
H21年10月～12月(前期) H22年1月～3月(今期) これから３ヵ月間の見通し 

業  種 
行 っ た 行わなかった 行 っ た 行わなかった 行  う 行わない 

製  造  業 20.4 79.6 26.5 73.5 10.2 89.8

卸  売  業 18.2 81.8 7.1 92.9 14.3 85.7

小  売  業 13.0 87.0 13.0 87.0 13.0 87.0

飲  食  業 0.0 100.0 0.0 100.0 14.3 85.7

サ ー ビ ス 業 33.3 66.7 7.1 92.9 35.7 64.3

建  設  業 11.5 88.5 23.1 76.9 7.7 92.3

不 動 産 業 0.0 100.0 50.0 50.0 50.0 50.0

農     業 33.3 66.7 25.0 75.0 50.0 50.0

全  業  種 16.1 83.9 18.4 81.6 15.5 84.5

投資目的 

H22年1月～3月(今期) これから３ヵ月間の見通し 
区   分 

件数 割合 件数 割合 

①事業用土地・建物 9 28.1 5 18.5 

②機械・設備の新・増設 5 15.6 3 11.1 

③機械・設備の更改 6 18.8 6 22.2 

④事務機器 3 9.4 1 3.7 

⑤車輌 9 28.1 6 22.2 

⑥その他 0 0.0 6 22.2 

合      計 32 100.0 27 100.0 
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経営上の問題点（全業種）
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①売上の停滞・減少 ②利幅の縮小 ③人手不足 ④設備の狭小・老朽化 ⑤特に問題なし

⑥工賃の値下要請 ⑦販売競争激化 ⑧販売価格不安定 ⑨その他 ⑩６位以下
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  経営上の問題点として、「売上の停滞・減少」を指摘する回答割合が５９.２％と最も

多く、次に「利幅の縮小」が１９.０％、「その他」５.２％、「人手不足」４.６％、「問

題なし」４.０％と続き、景気見通しは依然厳しい業況を示しています。 

 今期も１、２、３位に順位の変動はありませんでした。内容としては、１位の「売上

（受注）の停滞・減少」は５９.２％（前期より３.７ポイント減少）と全業種で１位、

また２位の「利幅の縮小」は１９.０％（前期より０.４ポイント増加）と全業種で２位

となっており、いずれも依然深刻な問題となっています。 

 なお、不動産業は「売上の停滞・減少」、「利幅の縮小」、「その他」が３３.３と同順位

となっています。 

経営上の問題点 (%) 

業  種 １    位 ２    位 ３    位 ４    位 ５    位 
製  造  業 売上の停滞・減少 53.1 利幅の縮小 16.3 問題なし 12.2 人手不足 6.1 設備狭小･老朽化 4.1

卸  売  業 売上の停滞・減少 64.3 利幅の縮小 7.1 人手不足 7.1 販売競争激化 7.1 問題なし 7.1
小  売  業 売上の停滞・減少 59.3 利幅の縮小 24.1 人手不足 5.6 販売価格の不安定 5.6 販売競争激化 3.7
飲  食  業 売上の停滞・減少 71.4 その他 28.6       

サ ー ビ ス 業 売上の停滞・減少 71.4 利幅の縮小 14.3 工賃の値下要請 7.1 その他 7.1   

建  設  業 売上の停滞・減少 69.2 利幅の縮小 19.2 その他 7.7 人手不足 3.8   

不 動 産 業 売上の停滞・減少 33.3 利幅の縮小 33.3 その他 33.3     

農     業 利幅の縮小 50.0 売上の停滞・減少 25.0 販売価格の不安定 25.0     

全  業  種 売上の停滞・減少 59.2 利幅の縮小 19.0 その他 5.2 人手不足 4.6 問題なし 4.0

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 
 

 

  

区    分 18-4 19-1 2 3 4 20-1 2 3 4 21-1 2 3 4 

売上の停滞・減少 40.0 43.8 38.4 42.3 43.9 43.5 52.0 61.1 64.4 62.1 55.2 56.5 59.2

利 幅 の 縮 小 18.8 20.6 27.0 20.3 24.1 26.6 21.1 15.0 13.8 13.7 18.8 18.6 19.0

そ の 他 11.8 9.8 8.6 8.8 8.6 9.6 6.9 7.2 6.9 8.8 6.1 9.3 5.2

人 手 不 足 － － 5.4 7.1 － － － － － － － － 4.6

特 に 問 題 な し － － － － － 4.0 5.1 4.2 － － 5.5 3.1 4.0

販 売 競 争 激 化 5.9 6.2 － 6.0 7.0 6.2 5.7 － 5.2 3.8 4.8 7.5 －

販売価格の不安定 9.4 8.2 8.1 － － － － 4.8 3.4 4.9 － － －

設備の狭小・老朽化 － － － － 5.3 － － － － － － － －

工賃の値下要請 － － － － － － － － － － － － －

７．経営上の問題点 

※「－」は 6位以下を示しています。 

⑩
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 業況の回復時期は、「平成２２年７～９月」が８.６％と最も多く、次いで「平成２２

年１０～１２月」が６.３％、「平成２３年１月～６月以降」が４.０％となっております。 

 しかしながら「わからない」との回答が７５.９％と最も多くを占め、依然景気の不透

明感が非常に強いという結果となっています。 

業況の回復時期  (先、％) 

業  種 
回  答 

企業数 

すでに 

回  復 

平成22年

4～6月 

 

7～9月

 

10～12月

平成23年 

1月～6月 

 

7月以降 
わからない

製  造  業 49 2.0 0.0 10.2 6.1 2.0 0.0 79.6

卸  売  業 14 0.0 0.0 14.3 14.3 7.1 0.0 64.3

小  売  業 54 1.9 0.0 11.1 7.4 3.7 5.6 70.4

飲  食  業 7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

サ ー ビ ス 業 14 0.0 0.0 7.1 0.0 21.4 0.0 71.4

建  設  業 26 0.0 0.0 3.8 3.8 0.0 7.7 84.6

不 動 産 業 6 0.0 16.7 0.0 0.0 0.0 16.7 66.7

農     業 4 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 75.0

全  業  種 174 1.1 0.6 8.6 6.3 4.0 3.4 75.9

 

 

 

製造業、小売業について「売上高」「受注額」「業況判断」の前年同期(第４四半期)との

比較調査を毎期実施しております。 
 

＜製造業＞ 

 製造業の「売上高」では、前年同期（回答数５３先）は“増加”“やや増加”の回答が７.

５％（４先）に対し、今期（回答数４９先）は２６.５％（１３先）と１９.０ポイント増

加、「受注額」では同様１.９％（１先）に対し、 

２４.５％（１２先）と２２.６ポイント増加と

なっています。「業況判断」では前年同期は“か

なり良い”“やや良い”が１.９％（１先）に対

して、今期は１６.３％(８先)と１４.４ポイン

ト増加となっています。 

 製造業は「売上高」「受注額」「業況判断」で

それぞれ前年同期よりポイントが増加していま

す。 
 

 

（先、％) 

売    高 
 注  額 

業 況 判 断 
区 分 

21年1～3月 22年1～3月 21年1～3月 22年1～3月

区 分 

21年1～3月 22年1～3月

①増    加 0 0.0 2 4.1 0 0.0 2 4.1 ①かなり良い 0 0.0 2 4.1

②やや増加 4 7.5 11 22.4 1 1.9 10 20.4 ②やや良い 1 1.9 6 12.2

③変 ら ず 2 3.8 10 20.4 5 9.4 10 20.4 ③良くも悪くもない 6 11.3 9 18.4

④やや減少 19 35.8 13 26.5 19 35.8 14 28.6 ④やや悪い 21 39.6 16 32.7

⑤減    少 28 52.8 13 26.5 28 52.8 13 26.5 ⑤かなり悪い 25 47.2 16 32.7

合    計 53 100.0 49 100.0 53 100.0 49 100.0 合    計 53 100.0 49 100.0 

８．業況の回復時期 

補 足 調 査 

「売上高」「受注額」の“増加”“やや増加” 
「業況判断」の“かなり良い”“やや良い” 

前年同期との比較 
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＜小売業＞ 

 小売業の「売上高」では前年同期（回答数５０先） 

は“増加”“やや増加”の割合が６.０％（３先）であ

ったのに対し、今期（回答数５４先）は１４.８％（８

先）と８.８ポイント増加となっています。 

 「業況判断」では“やや悪い”“かなり悪い”が７

８.０％（３９先）であったのに対し、今期は７４.

１％（４０先）と前年同期に比べ３.９ポイント減少は

していますが、依然として、地域内における個人消費

の停滞感がうかがえる結果となっています。 

(先、％) 

売  上  高 業 況 判 断 
区  分 

21年1～3月 22年1～3月 
区 分 

21年1～3月 22年1～3月 

① 増     加 1 2.0 2 3.7 ①かなり良い 0 0.0 0 0.0

② や や 増 加 2 4.0 6 11.1 ② や や 良 い 3 6.0 3 5.6

③ 変  ら  ず 15 30.0 13 24.1 ③良くも悪くもない 8 16.0 11 20.4

④ や や 減 少 15 30.0 25 46.3 ④ や や 悪 い 17 34.0 25 46.3

⑤ 減     少 17 34.0 8 14.8 ⑤かなり悪い 22 44.0 15 27.8

合    計 50 100.0 54 100.0 合   計 50 100.0 54 100.0

 

 

「売上高」の“増加”“やや増加” 

「業況判断」の“やや悪い”“かなり悪い” 

前年同期との比較 

売上高

① ② ③ ④ ⑤

前年同期

今    期

受注額

① ② ③ ④ ⑤

前年同期

今    期

業況判断

② ③ ④ ⑤

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

前年同期

今    期

売上高

① ② ③ ④ ⑤

前年同期

今    期
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詳しく知っ
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未回答,
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知らない,
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あまりよく
知らない,
33.9%

ある程度
知ってい
る, 52.1%

未回答, 4.8%行いたい（既
に申込済）,
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行いたいが
不安, 14.5%

行いたくな
い, 23.0%

資金繰りに
不安がなく
必要ない,
26.7%

検討中,
25.5%

 

 

今回「中小企業金融円滑化法」および「中小企業の雇用対策」について調査を実施し、結

果は下記のとおりとなりました。アンケートにお答えいただき有り難うございます。 

 

１．「中小企業金融円滑化法」について 

問１．昨年末の臨時国会において金融の円滑化を図るため、中小企業向け融資や住宅ロー

ンで返済猶予などを受けやすくする「中小企業金融円滑化法」（以下 同法）が制定

されましたが、同法がどのような内容かご存知ですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２．同法が制定されたことによって、貸付条件等の変更の申込みを行ないたいと思いま

すか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特 別 調 査 ～ 「中小企業金融円滑化法」および「中小企業の雇用対策」について ～

「ある程度知っている」との割合が５２.１％と最も

多く、次に「あまりよく知らない」３３.９％、「知ら

ない」１０.９％、「詳しく知っている」２.４％、「未

回答」０.６％という結果となりました。 

「あまりよく知らない」と「知らない」を合わせた

回答が４４.８％と半数近くありました。 

 

「資金繰りに不安がなく必要がない」との割合が

２６.７％と最も多く、次に「検討中」２５.５％、

「行いたくない」２３.０％、「行いたいが不安」１

４.５％、行いたい（既に申込済み）５.５％、「未回

答」４.８％という結果となりました。 

聞き取り調査では、「資金繰りに不安があるが、先

行きが不透明であるため、貸付条件の変更を行って

も将来に不安を先送りするだけなので行いたくな

い」など先行き不安から慎重な対応となっていると

のご意見もありました。 
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変えない,
37.6%

問３．問２で「２．行いたいが不安」「３．行いたくない」と回答された方に伺います。 

   そのように答えた理由を下記の中から３つ以内で選んでお答え下さい。 

（複数回答可） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．「中小企業の雇用対策」について 

 

問１．貴社（殿）では、今後１、２年程度の正規社員・非正規社員の雇用について、どの

ように対応する方針ですか。正規社員については下記の１～３の中から、非正規社

員については下記の４～７の中から、それぞれ１つ選んでお答え下さい。（「非正規

社員」とは、パート・アルバイト、派遣社員などです。） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正規社員では「変えない」が６１.８％、非正規社員も「変えない」が３７.６％と最も

多い結果となりました。 

「正規社員」 「非正規社員」 

「申し込んでもその後の経営に不安がある」が最も多く、次に「新規借入れへの影響が

懸念される」、「制度を理解していない」の順となりました。 

先行き不安のほか、同法についてまだ十分な理解が出来ていないことから不安を持って

いる方も多いことが分かります。また理解している人が少ないため、「行いたい」と回答

する割合が少なくなったのではないかと推測されます。 

 

（％） 
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問２．ここ１、２年程度の貴社の新卒採用実績について１～５の中から最も当てはまるも

のを１つ選択してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問３．貴社（殿）では、どのような能力や特性のある人材を必要としていますか。 

（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「新卒採用はしていない」が５８.８％と半数

以上の回答となりました。次に「学歴に関係な

く採用した」が１０.９％となりました。 

また、「主に中学・高校卒の学生を採用した」

が５．５％、「主に専門学校・高専卒の学生を採

用した」「主に短大・大学（院）卒の学生を採用

した」が３.０％と回答した割合はほぼ同じ割合

となりました。 

 

 「営業力がある」が最も多く、次に「コミュニケーション能力がある」、「年齢が若い」

と続きました。 

 その他の意見として、「何でもできる」という回答もありました。 

（％） 
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関公共職業安定所岐阜八幡出張所(郡上市)、高山の公共職業安定所のご協力を得て、

有効求人倍率(学卒を除きパートを含む)を掲載いたしております。 

岐阜八幡管内の平成２２年２月の有効求人倍率は、０.５７倍で前月比０.１０ポイン

ト増加、前年同月比で０.０８ポイント減少となりました。新規求人数は１６１人、前年

同月比４２人減となりました。高山管内の平成２２年２月の同倍率は０.５７倍で、前月

比０.０３ポイント増加、前年同月比０.０４ポイント減少となりました。新規求人数は

８４０人、前年同月比４６人増となりました。 

また、全国および岐阜県の平成２２年２月の有効求人倍率は、全国が前月比０.０１ポイ

ント上昇の０.４７倍、岐阜県は前月比０.０４ポイント上昇の０.５７倍となりました。 
 

 

有効求人倍率 ＝ 
月間有効求職者数
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年度別有効求人倍率 

区  分 H11年度 H12年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度
郡  上 1.29 1.25 1.06 0.93 0.92 0.97 1.33 1.17 1.18 0.83 
高  山 0.78 1.00 0.90 0.77 0.77 0.91 1.07 1.16 0.98 0.77 
岐阜県 0.74 0.89 0.78 0.74 0.84 1.07 1.21 1.39 1.32 0.96 
全  国 0.49 0.62 0.56 0.56 0.69 0.86 0.99 1.07 1.02 0.78 

有効求人倍率 

区  分 19.4 5 6 7 8 9 10 11 12 20.1 2 3
郡  上 0.84 0.77 0.89 0.90 1.09 1.43 1.68 1.48 1.41 1.34 1.38 1.12
高  山 1.09 1.08 1.06 1.04 1.06 1.02 1.05 0.98 0.93 0.82 0.79 0.86
岐阜県 1.38 1.36 1.39 1.40 1.33 1.35 1.35 1.38 1.42 1.42 1.24 1.23
全  国 1.05 1.06 1.07 1.07 1.06 1.05 1.02 0.99 0.98 0.98 0.97 0.95
 
区  分 20.4 5 6 7 8 9 10 11 12 21.1 2 3
郡  上 0.75 0.71 0.66 0.68 0.74 0.73 1.21 1.32 1.17 0.86 0.65 0.63
高  山 0.82 0.81 0.77 0.78 0.83 0.89 0.89 0.83 0.79 0.69 0.61 0.64
岐阜県 1.22 1.19 1.15 1.13 1.09 1.07 1.03 0.96 0.86 0.72 0.60 0.54
全  国 0.93 0.92 0.91 0.89 0.86 0.84 0.80 0.76 0.73 0.67 0.59 0.52
 
区  分 21.4 5 6 7 8 9 10 11 12 22.1 2 
郡  上 0.48 0.44 0.39 0.40 0.47 0.65 0.70 0.57 0.43 0.47 0.57 
高  山 0.58 0.56 0.55 0.58 0.63 0.65 0.61 0.67 0.58 0.54 0.57 
岐阜県 0.50 0.45 0.44 0.45 0.45 0.49 0.50 0.53 0.53 0.53 0.57 
全  国 0.46 0.44 0.43 0.42 0.42 0.43 0.44 0.45 0.46 0.46 0.47  

有効求人倍率について 

（資料提供：関公共職業安定所岐阜八幡出張所、高山公共職業安定所）
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